
「第７回専門員会」に関する傍聴者の御意見と傍聴者の質問に対する回答など 

 

氏  名 御  意  見 質問に対する回答など 

１ 富樫 幸一 ○ 最下流動への影響だけではなく、岐阜県側から見ますと、伝統漁の鵜飼の

継承や、広い意味での長良川ブランドについてもご検討ください。 

○ 台風時の高潮であれば、洪水流量が大きいですので、ゲートを閉めること

はできないと思います。 

 

２ 石黒 鐐三  お世話になってます。 

 第６回環境の資料を受領しました。ありがとうございました。 

 第７回会議に参加し、全く素人の性ですがそれなりに感じた事を素直に述べ

させて頂きますがよろしくお願いします。また、誤りのある様な場合はお許し

ください。 

＊利水でスタートした堰作りに途中治水が加わったり変更されたりの理由は、

明確に記す事必要です。検討中に一石二鳥的アイデアかそれとも費用の上乗

せクリアかも知れません。 

＊中流域区間を地名を入れて明記する事は大切な事で今後も色々な場面で使用

され相手方に理解され易く一種の基準となるもので是非やって頂きたい。 

＊渇水の定義の件で計画停電を事例にされて良かったです。私は渇水は上水が

圧力下げ等何か制限規制を受けたら渇水で瀬枯れを起したら完全断水(枯渇)

であり、農・工水の利用制限・節水のうちは低水だと思います。 

＊塩害と治水の関係で流量とマンドの関係そして塩害の実害の有無の件もっと

検討必要と思います。何故なら木曽川大堰のできる以前は時々８月お盆の頃

笠松の大橋迄川エビを餌にマダカ釣りに行った。橋の上に釣人が並ぶのでお

巡りさんがおこりに来てしかられた事もある。でも塩害は発生していない。

庄内川や雲出川での塩止めと床止め兼用の堰は他の河川でもありそう。長良

川程大々的なものでない、それで用を果している。つまり塩が河底を登って

くると即田畑へ浸透上昇(2.0ｍ？)して塩害(枯れる)と頭の中での予測シュ

ミレーションを実害発生と結びつけてるように思えてなりません。 

以上

 

 

３ 松原 秀臣 １．環境調査の範囲は治水や利水と並べて個別の一項目として捉えることに無

理があります。村上委員は「環境」を担当する委員ですが、本来は生態系分

野だけで個別の専門家委員会を必要とする問題です。河口堰が生態系に与え

たプラスとマイナスを「ミレニアム生態系評価」に基づいて経済的にも評価

し、「新生物多様性国家戦略」の下で検証すべきものと考えます。なぜなら環

境アセスメント法さえ機能しなかった時期に建設されたといえども、過去の

反省の上に構築された新しい考え方を取り入れないのは更に将来に向けて禍

根をもたらすからです。当時の環境評価の考え方に限界があるのはある意味

当然ですから、それを前提にしても明確に評価すべきです。 

  ですから今後第二次の検証会議が可能なら現在の生態系評価レベルで多岐

にわたる生態系の状況をきちんと検証することを提起したい。 

  問題は開門で全て検証できるわけではないということ。堰の建設に伴うプ

ランケットが残り、河岸環境が改変されたままで環境がどこまで改善するか

は読めない。開門調査に最低１年というのはその年の気象条件にも寄るため

本当に最低条件です。本来ならモニタリングは２～３年かけるべきと考えま

す。 

 

２．「愛知ターゲット」は世界に先駆けて愛知県が進んだ事例を世界に示す精神

を要求するネーミングです。環境アセスメント法の適用範囲が過度に狭めら

れている現下でも愛知県は独自に法の網目を小さくする努力が求められま

す。 

 

３．塩害問題は本来長良川だけの問題ではなかったはずですが、河口堰の開門

に向けてことさら問題視されるのは堰建設後の河積拡張のための浚渫にある

ことは間違いない。だから開門するならば浚渫部の埋め戻しが当然、土木技

術を持って塩害を防ぐコストパフォーマンスのいい方法が別にあるならいい

のですが。 

 

４．塩害に関しても稲作への影響をもたらすメカニズムがはっきりしていない

 



ので科学的に調査することが必要です。 

「日本は先進国」と主張しながらきちんと位置付けられていないが、生活環境

の評価として「アメニティ評価」があります、従来は個人的な感性の問題だ

から行政としては関知しないと無視してきたことだが、住民の２０％なり３

０％が不快と感ずる状況（環境）がある場合、それを放置することは犯罪的

行為と言ってもよい。長良川の停留水を飲料水として毎日使用している知多

半島の住民がどのように感じているかを広範にきちんと調査することは科学

的検証として避けてはいけないのではないか。匂いや味に問題があるとかな

いとかいうことは、当然行政や司法が決めることではないからです。 

４ 在間 正史 長良川河口堰建設時点において、１５㎞地点付近のマウンドを除去する大規

模浚渫の必要性がなかったことは、別紙の通りである。 

 

長良川河口堰建設直前の長良川の流下能力（マウンド除去の大規模浚渫の不

要性） 

在間正史（元長良川河口堰建設差止請求訴訟弁護団） 

１ 浚渫計画の変遷 

(1) 昭和３８年３月、木曽川改修総体計画の改訂により、長良川の計画高水

流量が４５００‰/s から７５００‰/s に変更された。 

この３０００‰/s の流量増加のため３０.２㎞地点より下流で必要とされた

河道浚渫量は１３００万‰であった。なお、後の建設省（河口堰建設時、以

下同じ）の説明では、この浚渫量は２.８㎞地点より上流の分ということであ

る。この河道浚渫量１３００万‰は、『長良川河口堰に関する技術報告』（以

下「技術報告」）ｐ１－２２に記載されているように河積増大のための浚渫量

量である。逆に言えば、昭和３８年３月の木曽川改修総体計画改訂当時の河

道で不足するとされた河積は１３００万‰である。 

 

(2) 昭和４７年になり河道浚渫計画が変更され、河道浚渫量は３２００万‰

と変更された。 

技術報告ｐ１－２１によれば、その理由と内訳は、①揖斐川に計上していた

揖斐川合流点下流部の浚渫計画量を長良川に計上したこと（約６００万‰

増）、②河口堰の設置による平水位上昇に対応するための高水敷（ブランケッ

ト）を計画したこと（約７００万‰）、③河道計画を見直したこと（約６００

万‰増）である。 

昭和３８年の１３００万‰の浚渫計画が２.８㎞地点より上流についてのも

のとした場合、昭和４７年の変更のうち、この区間の河積増加のための浚渫

量の増加は、③の河道計画の見直しによる６００万‰である。したがって、

この区間の河積増加のための浚渫量は、１３００万‰＋６００万‰の１９０

０万‰になったことになる。 

但し、河口堰による水位の堰上げを打ち消すための浚渫が必要であり、『昭和

４０年度長良川河口堰調査報告書』（以下「調査報告書」）ｐ１８９では約２

５０万‰が総体計画に見込まれていると記載されており、つまり上記１３０

０万‰に含まれていることになるので、本当の河積増加のための浚渫量は小

さくなる。調査報告書の２５０万‰に従えば、浚渫量は１０５０万‰が１６

５０万‰に増加したことになる。 

昭和４８年の浚渫計画の変更のうち、③の河道計画を見直したことによるも

の（約６００万‰増）は、河道に高水敷を計画したことによって粗度係数を

大きくしなければならなかったためである。即ち、「約１８㎞より.....下流

側は新たに高水敷を造成することにより粗度の増加が想定されること等を総

合的に勘案すると、約１８㎞より下流の粗度は昭和３大洪水から推定された

粗度係数とほぼ同程度若しくは若干増加すると想定される。」と説明されてい

る（技術報告ｐ１－１６）。 

１８㎞地点より下流の新たな高水敷の造成とは、②の河口堰の設置による平

水位上昇に対応するための漏水対策としてなされるブランケットの造成のこ

とである（技術報告ｐ１－２１）。１８㎞地点より下流の粗度の増加の原因は、

河口堰による河川水位の日常的な上昇によって堤内地への漏水が激しくなる

ことに対する対策としてなされるブランケットの造成なのである。したがっ

て、この粗度の増加は河口堰を前提とするものである。河口堰がなければ、

漏水対策としてのブランケットも必要がなく、③の河道計画の見直しによる

約６００万‰増は必要がないものである。 

 



②の河口堰の設置による平水位上昇に対応するための高水敷（ブランケット）

の計画による約７００万‰増は、河道内の移動であって河積増加と関係がな

い。ブランケット（高水敷）の施工とそのための浚渫は公団が行う。これに

対し、河積増加のための浚渫は建設省が行う。河積増加のための浚渫のよう

に、河道計画であれば建設省が行う。ブランケットの施工が、建設省によっ

てではなく、公団によってなされるということは、ブランケットの施工が河

道計画ではなく、河口堰による被害対策のための事業であるからである。 

したがって、昭和４８年の計画変更による浚渫量の増大のうち、①の揖斐川

に計上していた揖斐川合流点下流部の浚渫計画量を長良川に計上したもの

（約６００万‰増）だけが必要な浚渫量であって、②の河口堰の設置による

平水位上昇に対応するための高水敷（ブランケット）を計画したもの（約７

００万‰）も③の河道計画を見直したもの（約６００万‰増）も、河口堰を

建設しないならば必要でないものである。 

 

２ 昭和３８年以降の河床の低下と河積の増大 

前記１のように昭和３８年３月の木曽川改修総体計画改訂時、長良川の３０.

２㎞地点より下流（後の説明では、上記のように２.８㎞地点まで）で必要と

された河道浚渫量は１３００万‰であった。それは河積を増大させる量であ

り、当時の河道で不足するとされた河積は１３００万‰であった。さらに、

上記総体計画に含まれていた河口堰による水位の堰上げを打ち消すための浚

渫２５０万‰を除けば１０５０万‰である。 

長良川は、河床が、木曽川改修総体計画改訂時の昭和３８年以降、河道測量

結果が明らかにされている昭和４５年、昭和５２年、昭和５８年、昭和６２

年、平成５年と、経時的に低下を続け、計画高水位以下の河積は増加を続け

ている。 

先ず、昭和３８年河積（５㎞地点より下流については同年の資料がないため

昭和４５年）と昭和５２年河積を対比すると、この間に増大した河積は３０

㎞地点より下流では約１１００万‰、３～３０㎞地点では約１０００万‰で

ある（表１、図１）。昭和３８年当時の河道で不足するとされた１３００万‰

の河積に近い河積の増加が、昭和５２年において認められるのである。 

次いで、昭和４５年河道と昭和６２年河道の縦断方向の河床高（平均低水位

以下河床高）が対比されているのが図２である。３０.２㎞地点より下流にお

いては、昭和６２年は、昭和４５年に比べて、６㎞地点より下流と１５㎞地

点を除いて、約１ｍ河床高が低下しており、計画高水位以下の河積が増加し

ている。 

 

３ 河口堰建設前の河道流下能力 

(1) はじめに 

洪水の粗度係数値を大きくして流れにくくすれば、その流下のため必要な河

積は大きくなる。したがって、不足する河積すなわち浚渫必要量も大きくな

る。 

上記のように、昭和５２年において、昭和３８年木曽川改修総体計画改訂時

において不足するとされた河積がほぼ確保されたのに、その後も河積不足と

され浚渫計画が拡大されているのは、水位計算に用いる粗度係数を変えてい

るからである。長良川の水位計算に用いられた粗度係数は表２の通りである。

昭和５１年洪水第４波の粗度係数が数値が大きく、流れにくくした粗度係数

である。 

河積が増大すれば、不足する河積＝浚渫必要量は減少する。長良川は経時的

に河積が増大しており、最近の河道ほど河積不足量は減少しているはずであ

る。 

河道計画を検討するうえでなすべきことは、検討時の河道（現況河道）での

流下能力はどれ位かを調べることである。その場合、河道が全ての地点で計

画高水位を越えないように流し得る流量という限定したものだけではなく、

現況河道で、計画高水流量が流れた場合の水位を調べ、それを計画や現況の

堤防高、計画高水位と比較することが必要である。それに基づいて、今後の

河道計画をどのように定めるべきかを検討すべきである。河積拡大が必要で

あるとすれば、どの区間で、どのような方法で行うべきかを検討すべきであ

る。 

計画高水流量７５００‰/s が流れたとき、昭和５１年洪水第４波の粗度係数



を用いたときの計算水位がどのようになるかが、昭和６２年河道（図３、図

４b の１９８７年度）と平成５年河道（図４のａのＡ、ｂの１９９３年度）

について明らかになった。 

 

(2) 昭和６２年河道の流下能力 

(ｲ) 建設省は、「現況河道」の洪水流下能力に関し、「現況河道」で７５００‰/s

流れたときの水位がどのようになるかについて、昭和４５年河道についての

計算結果（技術報告ｐ１－３２、３３）のみを示してきた。技術報告によれ

ば、昭和５１年９月洪水第４波の粗度係数（表２参照）を用いると、計算水

位は計画高水位を河川区間の全区間で上廻り、その上廻り分最大値は３０㎞

地点付近の約１.５ｍである。 

ところが朝日新聞平成５年１２月７日は、建設省.公団は、平成２年において、

昭和６２年河道で７５００‰/s 流れたときの水位を計算していることを報

道した。それによれば技術報告と同じ昭和５１年９月洪水第４波の粗度係数

を用いると、計算水位は計画高水位を主として２０㎞地点から上流にかけて

上廻り、その上廻り分最大値は２９㎞地点付近の０.６１ｍであった。 

建設省は、平成４年の技術報告発表時すでにその時の現況河道により近い昭

和６２年河道での水位を計算しており、そして、昭和６２年河道は昭和４５

年河道よりも河積が増大し、水位が低くなる（昭和４５年河道に比べると約

２分の１低くなる）ことを隠していたのである。 

そのような計算結果が得られていたならば、技術報告ｐ１－３１図１・５－

２のなかに、すでに計算ずみの最新の昭和６２年河道での７５００‰/s 流下

時の水位線を記載すればよかったのである。これにより「現況河道」の流下

能力がより具体的になる（河道の流下能力を、洪水を河道の全域にわたって

計画高水位以下の水位で流下させ得る最大流量と定義しても、計画高水流量

流下時の計算水位と計画高水位とを対比することで、当該河道の計画高水流

量に対する流下能力不足の状況を確認することができるので、最新の現況河

道での水位線も示す必要がある）。 

 

(ﾛ) その後、建設省により明らかにされた昭和６２年河道での計算結果が図

３である。 

「S51.9（第 4 派）」が昭和５１年９月洪水第４波の粗度係数を用いた計画高

水流量７５００‰/s が流下した場合の計算水位である。その外に、昭和３４

年９月洪水、昭和３５年８月洪水、昭和３６年６月洪水、昭和５４年９月洪

水第１波の計算水位も記載されている。 

昭和５４年洪水第４波の計算水位は、マウンドのある１５㎞地点付近では計

画高水位を約０.１５ｍ上回るだけで、１８㎞地点より上流になるほど、計算

水位と計画高水位差が大きくなり、最大差は２８～３０㎞地点の０.６７ｍで

ある。朝日新聞の０.６１ｍとの差は６㎝であり、その原因は、朝日新聞の計

算は計画河床高以下の部分を計算に入れているのに対して、建設省の計算は

それを入れていないためであり、実際の河床の水位は朝日新聞の計算のほう

であった。 

長良川の場合、計画上の堤防の高さである計画堤防高は計画高水位から２ｍ

の余裕高を加えた高さであるから、計画堤防高は図３では計画高水位プラス

２.０ｍのところにある。したがって、計画堤防高に対し、計算水位は最小で

も１.３７～１.３９ｍの下廻り（余裕）であり、計画堤防高を上廻っている

ところは全くない。構造令２０条によれば、長良川が相当する計画高水流量

７５００‰/s の規模の河川の余裕高は計画高水位＋１.５ｍである。計算水

位はこの余裕高の基準をほぼ充足するようになってきている。 

図３では、１８㎞地点付近より上流、特に２４㎞地点付近より上流と、その

下流とでは計算水位に顕著な差がある。その原因は、①１８㎞地点より上流

の粗度係数が大きくなっていることが一番の大きい。加えて、②図２の河床

高低下量がやや小さいことのように河積増加が少なく、計画河積に比べて現

況河積が小さいこと、③計画河床高以下の河積分が無効河積とされ、実際よ

りも小さい河積で水位計算されていることである。１８㎞地点より上流は、

浚渫をすれば河積も増大するし、河床が平坦（建設省用語では技術報告ｐ１

－１６のように「河床整正」）となり、粗度が低下する（技術報告ｐ１－１６）

ので、計算水位が低下する。 

浚渫の内容（浚渫量、浚渫後河床高）に応じて計算水位が計画高水位を上廻



ったり、下廻ったりするので、幾つかの浚渫内容のケ－スに応じて水位計算

をして、計画高水位と比較すべきである。 

図３では、１８㎞地点より下流において、計算水位が計画高水位を上廻って

いるのは最大で約０.１５ｍであって、その上廻りは小さい。この部分では河

積はかなり確保されているのである。同じ粗度係数値（例えば０.２４、０.

２５）では、マウンドのある１５㎞地点付近より、その下流の１０㎞地点付

近の方が計算水位の上廻りが大きい。その原因は、８㎞地点付近より下流の

河積増加が少ない（図２参照）ためであろう。１８㎞地点より下流は、河口

堰に伴うブランケットを施工することにより計画粗度係数値は、 

昭和３４、３５、３６年の昭和３大洪水の粗度係数値（０.２４、０.２５）

と同粗度又は若干の増加があるとして０.２５～０.２７とされた（表２）。ブ

ランケットなくせば、計画粗度係数は、昭和３大洪水と同程度の０.２４～０.

２５とすることが可能である。 

また、８㎞地点付近より下流の浚渫を行えば（現浚渫計画には、河口堰によ

る水位上昇を消すためのすりつけ浚渫が含まれているので河積増加のための

浚渫量、浚渫深さは小さくなる）、計算水位を計画高水位以下にすることが可

能なはずである。 

以上の河道計画の検討によって、１５㎞地点付近のマウンド部を残した河道

計画を立てることは河道の流下能力の点から可能な案であることが明らかと

なる。この案を実現可能性のある案として検討することが必要だったのであ

る。 

 

(3) 平成５年河道の流下能力 

(ｲ 朝日新聞の平成７年５月１６日と同月１９日は、長良川下流部（６㎞～約

３０㎞地点付近）の平成５年（１９９３年）河道での、最も計算水位が高く

なる昭和５１年９月洪水第４波の粗度係数を用いての計算水位を報道した

（図４）。図４のａは、朝日新聞社が河川工学者の協力を得て計算した結果で

あり、ｂは建設省が計算した結果ということである。 

図４、特にｂによれば、長良川下流部の洪水流下能力は、１９８７年度の昭

和６２年河道（図３）に比べて１９９３年度の平成５年河道では、一層増大

していることが分る。 

平成５年河道では、計算水位が計画高水位を上回るのは、朝日新聞のａでは

２７㎞地点付近から上流で最大０.２３ｍ、建設省のｂでは、２３㎞地点付近

から上流で最大０.３５ｍである。いずれも計画堤防高から余裕高１.５ｍ（構

造令で計画高水流量７５００‰/s の規模の河川で必要とされる計算高水位

と計画堤防高の差）を差し引いた高さよりも低い水位である。長良川下流部

は、構造令上必要とされる基準を満たしている河道になったのである。 

また、計算水位が、計画高水位を上回るのは数㎞の区間で最大０.３ｍ程度で

ある。 

それも１５㎞地点前後のマウンド付近ではなく、それから８㎞以上離れた約

２３㎞地点付近より上流である。この部分は、表２のように、用いられてい

る粗度係数値が１８㎞～２４.３㎞地点は０.０３０、２４.３㎞地点より上流

は０.３２と大きいことが、その計算水位が高くなる理由である。建設省の計

算水位が朝日新聞社の計算水位よりも相対的に高く、最大でも０.１２ｍ高い

のは、建設省は計画河床高よりも深い部分は無効河積としているので計算に

用いた河積が小さいためであろう（その意味で、朝日新聞社の計算水位の方

が、実際の河道の洪水流下能力を表現しているといえる）。 

 

(ﾛ 前記(ｲで明らかとなった長良川下流部の平成５年河道の流下能力は、それ

まで建設省が押し進めてきた、１５㎞地点前後のマウンド部を含めて大規模

浚渫を行うという河道計画を転換させるものである。 

まず、総合的には、マウンド部を削らなくても、現状の長良川はおおむね安

全な川と言えるようになった。そして、計算水位が計画高水位を上回るのは

最大０.３ｍ程度でわずかであり、それも、マウンド部より、朝日新聞の計算

では２７㎞地点付近より上流、建設省の計算では２３㎞地点付近より上流で

ある。この部分で洪水の水位（計算水位）を下げようとするなら、マウンド

部よりも（マウンド部を浚渫するだけでは、この部分の計算水位は計画高水

位以下にならないはずである）、この部分で浚渫をするとか、高 

水敷の幅を狭くして低水路を拡張するほうが効果的である（建設省はマウン



ド部の浚渫をするだけでなく、この部分の浚渫も計画しているはずであり、

この部分の浚渫はなされるはずである）。さらに、この程度の区間のこの程度

の水位差であれば堤防嵩上げを併用することもできよう。 

結局、計算水位が計画高水位より高くなる２２㎞地点より上流の水位を下げ

るのには、１５㎞地点付近のマウンド部の浚渫は効果的でないし、むしろ、

２２㎞地点より上流のの河積拡大（浚渫、低水路の拡幅や堤防嵩上げ）と粗

度の低下（浚渫や高水敷幅の縮小）により、水位を下げるほうが効果的なの

である。 

 

(ﾊ 前記のように河道計画に転換することによって、マウンド部を含む大規模

浚渫をする必要がなくなった。 

これは「マウンド部を浚渫するので、塩水の遡上が拡大し塩害が生じるおそ

れがあるので河口堰を建設して塩水の遡上を止めて、これを防止しなければ

ならない。そうしないとマウンド部を含む大規模浚渫はできない」という建

設省の河口堰建設の論理を前提としても、河口堰建設を必要とする理由を失

わせるものである。治水面からは、建設省の論理に立っても、河口堰建設は

不要となっていたのである。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 


